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7 砕石敷設を実施する際の検討フロ－ 

砕石敷設を検討する際は、一連の検討フローに従い候補海域の選定、候補海域の調査、ア

サリ稚貝の死亡要因の検討を行う。アサリ稚貝の主な死亡要因が、波・流れによる死亡で

ある場合には砕石材の安定性を評価し、適地選定を行い砕石敷設を実施する。 

 

＜解説＞ 

7.1 検討フロー 

 砕石敷設に関する検討のフローを図 7.1-1 に示した。まず、漁業者の要望や予備調査を踏

まえて、湾内のどの海域（地区）を候補とするか、①候補海域の選定をする。続いて、②

候補海域の調査を行う。海域の物理科学的特性や生物特性に考慮した調査がなされる必要

があるが、特にアサリ稚貝の分布密度の変化から、アサリ稚貝が減少する時期やその殻長

サイズを明らかにする。また合わせて、波・流れなどの流速観測や、底質特性の調査を行

う。これら調査結果から、③アサリ稚貝の死亡要因の検討を行う。アサリ稚貝の主な死亡

要因が、波・流れによる死亡 である場合に砕石敷設は有効である。主な死亡要因がそれ以

外である場合、アサリ稚貝が分布しない別要因を探索するとともに、④他の対策の検討が

必要である。③より、アサリ稚貝の密度減少が、波・流れによる死亡と考えられた場合、

候補とする⑤砕石材の安定性の検討を行う。アサリ稚貝を保護するためには、候補とする

砕石材が敷設海域において波・流れによって移動されないこと、すなわち砕石自身が波・

流れに対して安定である必要がある。ただし、敷設後にその場所で操業を行うのであれば、

漁獲の妨げにならない砕石材を使用する必要がある。候補とする砕石材が波・流れに対し

て安定であると判断された場合、候補海域における⑥適地選定の後に、そのエリアに⑦砕

石敷設を実施する。候補とする砕石材が波・流れに対して安定であると判断されない場合

には、⑧砕石材の変更をするか、もしくは⑨候補海域の変更を行う。⑧、⑨ともに難しい

場合には④他の対策を検討する必要がある。 
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図 7.1-1: 砕石敷設を実施する際の検討フロ－ 

①候補海域の選定

②候補海域の調査

③アサリ稚貝の死亡要因の検討
主な死亡要因が波・流れ？

④他の対策を検討⑦砕石敷設

⑥適地選定 ⑧砕石材の変更 ⑨候補海域の変更

④他の対策の検討
⑤砕石材の安定性の検討

砕石材は波・流れに対して安定？
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7.2 候補海域の選定 

 候補海域の選定を行う場合、予備調査および既存文献の調査を行い、アサリ資源が高密

度に分布する海域か、稚貝の着底が認められるか、あるいは少なくとも浮遊幼生の供給が

ある海域であることを確認する。移植放流を行う場合についても、過去にアサリ資源が分

布していた海域であることを確認する。 

 

7.3 候補海域の調査 

 アサリ生活史の説明と共に、アサリに関する基礎的な調査方法については、物理化学的

特性と生物特性の 2項目に分割して増殖場造成計画指針（全国沿岸漁業振興開発協会 

1997）に詳細が記述されている。また熊本県緑川河口の実際の干潟において砕石敷設を行

い、流動条件との関係から稚貝の保護効果を推定した生嶋ほか（2012）の例も参考にな

る。アサリ分布密度の変化から、アサリ稚貝の分布密度が減少する時期やその殻長サイズ

を明らかにする。また合わせて、波・流れなどの流場の観測や、底質特性の調査を行う必

要がある。6章で示したとおり、砕石効果は敷設する海域によっても、さらに同一海域に

おいても敷設場所によって大きく変動する。可能であれば、大規模な砕石敷設を実施する

前に、候補海域内の複数個所に小規模な砕石敷設を行い、事前にどの程度の効果があるか

把握することが望ましい。 

 

7.4 アサリ稚貝の死亡要因の検討 

 アサリの死亡要因としては、底質不適、食害生物、有害生物、競合生物、貧酸素、水質

不適、波・流れによる死亡などが考えられる。候補海域の調査から、アサリ稚貝が減少す

る時期が明らかになる。これらの減少が低気圧通過時等の底面波浪流速が大きくなる時期

と対応していれば、アサリ稚貝の主な死亡要因は、波・流れによる死亡である可能性が高

い。アサリの主な死亡要因が波・流れではない場合、砕石敷設のみでは稚貝保護効果は限

定され、他の方策を合わせて検討する必要がある。 

 

7.5 砕石材の安定性の検討 

 波・流れによるアサリ死亡の改善には、アサリ稚貝が生息適地から波・流れで移動しな

いようにする必要がある。そのためには 7.1 検討フローで記述したとおり、候補とする砕

石材が敷設海域において波・流れによって移動しないこと、すなわち砕石自身が波・流れ

に対して安定である必要がある。波・流れ場における底質や稚貝の定位性の指標としてシ

ールズ数が考えられる。シールズ数は、波・流れによる底質の移動しやすさを示す無次元

量で、底質を動かそうとする波・流れによる外力と、底質の自重による抵抗力との比で表

される指標である（参考資料 1、参照）。一般に、シールズ数が 0.043 未満では底質は移動

しないが、0.043～0.06 で海底を転がる掃流移動が生じ始め、0.1 以上で底質の浮遊移動が
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起こる（Shibayama et al. 1982）。シールズ数は小さいほど底質は安定であると言え、アサ

リ漁場に密度が高く、粒径が大きな砕石を敷設することで、底質の安定性が促進される。

その結果、アサリ稚貝は、足糸や斧足で底質の砕石に付着したり、砕石の背後に隠れたり

することで（遮蔽効果）、波・流れによる移動から保護される。シールズ数の計算には、

予定する砕石材のサイズ（中央粒形）と合わせて、目的海域の底面波浪流速と地形データ

などが必要となる。 

 

7.5.1 底面波浪流速 

 底面波浪流速は実測の他、波浪場の数値計算から算定する方法や、換算沖波と浅水変形

により算出する方法などがあり、詳細は藻場造成型漁港構造物 調査・設計ガイドライン

（全国漁港漁場協会 2003）にまとめられており、計算には沖波データの入手が必要とな

る。藻場造成型漁港構造物 調査・設計ガイドラインに準拠すれば、沖波データは目的海

域の近くに波浪観測所がある場合は、そこから波浪データを入手して利用する。波浪観測

は、港湾および漁港合わせて 50 ヶ所以上、また気象庁、海上保安庁、大学等の約 160 ヶ

所で定常的に観測されているが、最も充実した波浪観測データはナウファス（全国港湾海

洋波浪情報網： NOWPHAS: Nationwide Ocean Wave information network for Ports and 

HArbourS）により公開されている (https://www.mlit.go.jp/kowan/nowphas/)。 

 

7.5.2 地形データ 

 地形データについては、日本水路協会から海浜・沿岸域から沖合 60～70 マイルまでを

カバーする海底地形デジタルデータ（M7000 シリーズ）が販売されている 

(https://www.jha.or.jp/jp/shop/products/btdd/index.html)。ただし、このデータは 1.0 m 間隔の

等深線データであり、海区内の適地選定にはさらに精度の高い地形データが必要となる。

この場合、自前での地形測量を行う必要があるが、音響測器を用いた測量の手引きとして

「簡単に行える音響測器を用いた漁場調査に関する手引き」が水産研究・教育機構 神栖

庁舎 水産工学部（旧水産工学研究所）から公表されている

(http://nrife.fra.affrc.go.jp/topics/onnkyoukiki_tebiki/onnkyou_tebiki.pdf)。 

 本手引きは、水産基盤整備調査委託事業（水産庁）の「アサリ漁業復活のための大規模

漁場整備技術・維持管理手法の開発」（以下、水産庁事業「アサリ復活」）に基づくが、適

地選定等で行われた詳細な計算方法等は上記事業の報告書から参照できる。基盤整備事業

の報告書については以下の HP より公表されている

(https://www.mf21.or.jp/houkoku/index.asp)。 
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8 適地選定の手順 

砕石敷設の適地選定については候補海域においてアサリ生残の阻害要素を抽出し、それら

の影響がないか、もしくは少ないエリアを抽出して適地を選定する。 

 

＜解説＞ 

 具体的な適地選定の手順は以下のとおりである。 

 

 ① アサリ分布特徴の把握 

 ② アサリ生残の阻害要因の抽出 

 ③ 阻害要因ごとの分布の把握 

 ④ 重ね合わせによる適地の選定 

 

 ここでは伊勢湾 松阪地区（図 8-1）において行った適地選定を事例に説明する。 

松阪地区には三渡川と松名瀬という 2 つの海域があり、いずれにおいても、かつてアサリ

漁場が形成されていた。 

 

①アサリ分布特徴の把握 

 松阪地区では 2012～2014 年

にアサリの分布調査が行われ

ている（羽生ほか 2017）。こ

の調査に基づけば、アサリは

水深 0～5.0 m で観察されてお

り、分布中心は水深 0～1.0 m

である。 

 

② アサリ生残の阻害要因の抽出 

 水産庁事業「アサリ復活」の一連の調査において、松阪地区における近年の生残に対す

る阻害要因として、1. 波・流れによる生残率の低下、2. 貧酸素水塊による生残率の低

下、3. ヒトデ類による食害が確認されている。さらに敷設後の砕石効果の消失を避ける

ため、4. 漂砂の堆積についても評価し、適地選定を行った。 

 

③ 阻害要因ごとの分布の把握 

1. 波・流れによる生残率の低下 

 シールズ数を指標として適地を選定した。シールズ数の計算に用いる底面波浪流速は、

次のように求めた。まず、後述の沖波条件でエネルギー平衡方程式（EBE）を数値計算で

図 8-1：伊勢湾の松阪地区 
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解くことにより松阪地区の波浪場を求め、微小振幅波理論（参考資料 1、参照）で底面波

浪流速 UEBEを算出した。次に、この UEBEを、流向流速計で現地観測した底面波浪流速

Uobsに合うように、次式（水産庁 2021）で U50に補正した。また、予測誤差の影響を

考慮した底面波浪流速として、下側確率が 95 %となる底面波浪流速 U95も次式で算出

した。 

 

𝑈𝑈𝑚𝑚 = � 𝑈𝑈50 = 𝑒𝑒0.7068log𝑈𝑈𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸+0.7985        

𝑈𝑈95 = 𝑒𝑒0.7068log𝑈𝑈𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸+0.7985+0.6001 

 

 EBE での沖側からの入射波は、

2013～2017 年の各年に松阪沖の波

高計で観測された最大波高とした

（水産庁 2021）。5.0 m 以浅の海底

基準面（海図における水深 0 m）に

は 2020 年の観測値を、5.0 m 以深の

それには海底地形デジタルデータ

M7000 を用いた。波高推算の水位

は、各最大波高が観測された時刻の

水位（気象庁 鳥羽観測所）とし

た。当海域の底質の中央粒径は 0.2

～0.8 mm であり、ここでは 7 号砕

石に相当する中央粒径 3.0 mm と 6

号砕石に相当する 9.0 mm を敷設し

た場合のシールズ数を算出した。 

 図 8-2 は、U50を用いて中央粒径

3.0 mm でのシールズ数を算出し、

シールズ数が 0.1 以上となった 2013

～2017 年の 5 年分の海域を半透明

の赤色で重ね合わせたものである。

緑色の海域が敷設適地であり、松名

瀬では 4.0 m 以深と河川上流にしか

敷設適地が認められない。一方で、三渡川では水深 0～4.0 m にも敷設適地が認められ

る。図 8-3 は中央粒径 3.0mm で U95を用いた場合のシールズ数を、図 8-4 は中央粒径 9.0 

mm で U95を用いた場合のシールズ数を示す。予測誤差の影響を考慮してより安全側に配

慮する場合は、7 号砕石では敷設適地が認められないため、6 号砕石を選択する必要があ

図 8-3: 中央粒径 3.0 mm で U95 を用いた場

合のシールズ数（≧0.1 の海域（赤色）） 

図 8-2: 中央粒径 3.0 mm で U50 を用いた場

合のシールズ数 
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ると考えられる。 

 

2. 貧酸素水塊による生残率の低下 

 水深別の溶存酸素濃度を指標とし

て適地を選定した。ここでは、水深

の異なる 4 か所に溶存酸素計を設置

し、水位と溶存酸素濃度の関係から

貧酸素水塊が出現する水深帯を推定

した。 

 図 8-5 は 2020 年に観測された溶存

酸素濃度と水深の関係を示したもの

である。図より、貧酸素水塊は上げ

潮時に沖側から侵入していると推測

される。無酸素水の出現は水深約

3.0 m 以深で観測されたたため、こ

こでは水深 3.0 m より浅い海域を敷

設適地と見なした（図 8-6）。 

 

 

3. ヒトデ類による食害による低下 

 水産庁事業「アサリ復活」の一連の調査において、松阪地区では、スナヒトデ、キヒト

デ、モミジガイによるアサリの食害が確認されている。伊勢湾におけるこれらのヒトデ類

の生息密度は、伊勢湾の湾口部に近いほど高いか、湾口部と水質環境が類似した海域に多

いことが報告されている（Ganmanee et al. 2003a, b; 天川・関口 2015）。ここでは、複数

図 8-4: 中央粒径 9.0 mm で U95 を用いた場

合のシールズ数（（≧0.1 の海域（赤色）） 

図 8-5: 2020 年に観測された溶存酸素

濃度と水深の関係 
図 8-6: 溶存酸素濃度からみた適地選

定 
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の敷設適地がある場合に、湾口部から遠い海域を敷設適地と判断することとした。 

 

4. 漂砂の堆積 

 2 種類の指標により漂砂の影響を推定し、敷設適地を選定した。1 つは、粒度組成

から推定した平均的な流向（Gao and Collins 1992）であり、これにより、土砂が集積

しやすい海域を推定した。もう 1 つは、中央粒径 d50の標準偏差であり、その大きさ

により、粒度組成が変化しやすい海域を推定した。 

 粒度組成は、2013～2019 年に 2 か月に 1 回、松阪地区の 138 地点で調査した粒径デー

タを用いて、状態空間モデルにより松阪地区の 5.0 m 以浅全域（639 地点）について求め

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8-7: 漂砂から推定した平均流向 

図 8-8: 平均流向からみた適地選定 
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図 8-7 は、平均的な流向を表す。図 8-8 の赤色の海域は、隣接する海域の流向が互いに向

き合う海域や流向が推定できなかった海域を表し、これらの海域は、長期的に土砂が集積

する可能性のある海域と推測されるため、砕石の敷設を避けるべき海域と見なした。 

 図 8-9 は、粒度組成から推定した

中央粒径の標準偏差を表す。図 8-10

の赤色の領域は、中央粒径の標準偏

差が 0.73 以上となった海域を示し

ている。標準偏差の大きな海域は河

川上流に集中していることから、松

阪地区の土砂は主に河川から供給さ

れているものと推測される。これら

の海域は、河川出水により、短期的

に粒度組成が大きく変動する海域

と推測されるため、砕石敷設を避

けるべき海域と見なした。なお、

標準偏差のしきい値として、ここ

では、現地調査において漂砂の堆

積が確認されなかった三渡川砕石

区での標準偏差 0.73 を採用し

た。 

 

④ 重ね合わせによる適地の選定 

 波浪の影響が大きい海域、貧酸

素水塊の影響が大きい海域、漂砂

の影響が大きい海域を重ね合わせた結果，敷設適地は図 8-11 と図 8-12 に示した緑色の海

域となった。前者は波浪の影響が大きい海域に図 8-2 を用いた場合を（ケース①）、後者

は波浪の影響が大きい海域に図 8-4 を用いた場合（ケース②）の結果に対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8-9: 中央粒径の標準偏差 

図 8-10: 中央粒径の標準偏差からみた適地

選定 
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図 8-11: 砕石敷設適地 

（ケース①） 

図 8-12: 砕石敷設適地 

（ケース②） 
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9 砕石敷設の材料と形状の設定 

砕石の埋没を考慮し適切な材料、形状を選択する。 

 

＜解説＞ 

 「アサリ漁場環境改善技術導入のた

めの作業手引き」（水産庁 2018）によ

れば、砕石敷設による周辺環境への影

響を考慮すると、敷設には天然砕石の

使用が望ましい。また、砕石敷設の効

果は周辺地盤への埋没によっても失わ

れる。砕石の粒径が同様であれば、砕

石一粒当たりの重量増加にともない、

周辺地盤への埋没が発生しやすくな

る。同様に、砕石一粒当たりの重量が

同様であれば、粒径が大きくなるほど

埋没が発生しにくくなる。埋没の程度

は現地地盤により異なるために、敷設前には小規模な試験実施を行うことが推奨される。 

 砕石の種類と大きさを表 9-1 に示した。参考資料 1、2 で示した通り、砕石のアサリ保

護効果は砕石粒径が大きいほど大きい。一方で、砕石の粒径はジョレン等の漁具を使用し

た操業の妨げにならない範囲でなければならない。これらを踏まえれば、現状では 7 号ま

たは 6 号砕石の使用が適切であると考えられる。ただし、手掘りの採貝漁業や、アサリ資

源保護等を目的として砕石敷設海域を禁漁区に設定するような場合には、これには当たら

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 9-1: 砕石の種類と大きさ 
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コラム：7号砕石区と 6 号砕石区の生物相と底質状況 

東京湾 船橋地区に造成した令和元年 6 号砕石区及び令和元年 7 号砕石区において潜水観

察を行ったところ、生物相及び底質の状態に明瞭な違いがみられた。 

 まず、7 号砕石区の生物相は周辺の環境に近く、アカニシやアラムシロといった砂泥底

に生息する生物を中心に確認された。一方、6 号砕石区ではイソギンチャク類、ミドリイ

ガイ、マガキ等の固着性生物が多く確認された。6 号砕石区は 7 号砕石よりも安定性が高

いため砕石が移動せず、岩礁に近い環境に遷移していると考えられる。また、6 号砕石区

は底質が固く締まっている状態であった。 

 6 号砕石は 7 号砕石よりも安定性が高いが、岩礁化や底質の固化が起きやすいと考えら

れる。6 号砕石のみで砕石区を造成するのではなく、7 号砕石と混合して使用するといっ

た利用方法が有効となるかもしれない。 
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10 施工方法の選定 

敷設海域の水深および敷設規模、敷設コストを考慮し適切な工法を選定する。 

 

＜解説＞ 

 砕石を用いた漁場整備の施工

方法として、水深 2 m 以下（潮

下帯）では、グラブ船による施

工（図 10-1）が一般的に行われ

ている。しかし、水深 2 m 以浅

（潮間帯）の海域には、グラブ

船が入れないことから、バケッ

トスロープ（小型船舶に装着）

を用いた手作業による砕石投入

が行われてきたが（図 10-2）、

大規模な造成は困難である。そ

こで、水産庁事業「アサリ復

活」では浅海域の覆砂工事で用いられてきた圧送ポンプを活用した砕石敷設手法の検討が

なされている（図 10-3）。これによれば、6 号および 7 号砕石ともに圧送ポンプによる散

布が可能であり、小潮時に施工することで、潮位の制限を受けることなく作業することが

できる。また施工直後に砕石表面に多少の不陸が生じていても、波浪や潮汐により均され

て１週間程度で所定の厚さになる。ただし、圧送ポンプによる施工の課題として、①陸上

部に圧送ポンプユニット・砕石の置場など広いヤードが必要になる。②短期間での施工は

可能であるが、圧送ポンプユニットなどの設置期間が必要。③費用が高い等が挙げられ

る。砕石敷設方法の特徴および工費内訳をそれぞれ表 10-1 および表 10-2 に示した。敷設

海域の環境や敷設規模、敷設コストを考慮し適切な工法を選定する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10-1：グラブ船による施工 

グラブ浚渫船（363ｔ）

砕石積込状況

施工状況

施工状況
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図 10-2：バケットスロープによる施工 

 

 

海面 

高さ 

 
600㎜ 

1,800㎜ 側面 

350㎜ 

700㎜ 

1630㎜ 

内寸 外寸 

1800㎜ 

1800㎜ 

2500㎜ 

平面 

2000㎜ 

・片側：容積：約 0.45㎥ 

海面 

 

2000㎜ 

900㎜ 

正面 

図 10-3：圧送ポンプによる施工 

施工状況（全体） 施工状況
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表 10-2: 工費内訳 

 グラブ船による施工 圧送ポンプによる施工 バケットスロープによる施工 

直接工事費 1,200 2,500 900 

共通仮設費 100 600 - 

現場管理費 400 800 - 

一般管理費 300 700 - 

合  計 2,000 4,600 900 

・単位は万円、「グラブ船による施工」は、共通仮設費に回航費は含まれていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（工事費・施工日数は大規模造成を想定して広さ 1ha、厚さ 0.2m としている） 
（「グラブ船による施工」の工費は、回航費は含まない） 
（圧送ポンプによる施工は、小島組（愛知県）の技術提供による） 

グラブ船による施工 圧送ポンプによる施工 バケットスロープによる施工

グラブ船（ガット船）を用いた砕石の
投入方式。大容量グラブを使うこと
で工期を短くすることが出来るが、喫
水が深いことから、浅場での施工は
困難。

圧送ポンプにより、砕石を海上に送
り、砕石を投入する方式。喫水が浅
いことから、潮間帯などの浅場で施
工が可能。

漁船にバケットスロープを設置して、
漁業者が自身で施工が可能な方式。
潮間帯での施工は可能であるが、施
工量が小さいため大規模造成には
不適。

潮下帯 潮間帯（水深0.7mまではOK） 潮間帯

2,000万円（砕石費含む） 4,600万円（砕石費含む） 900万円 (砕石費のみ)

敷設：3日、準備・撤去：2日 敷設：24日、準備・撤去：5日 敷設：167日(60m2/日)

表 10-1：砕石敷設方法の特徴と大まかな工費 
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11 維持管理 

砕石効果を維持するために、砂の堆積等をモニタリングするとともに、必要に応じて機能

回復対策を講じる。 

 

＜解説＞ 

 砂の堆積やホトトギスガイなどの阻害生物の増殖により砕石効果の機能低下が生じる場

合がある。砕石敷設により整備した漁場を粗放的に利用するだけでなく、その機能を最大

限に発揮するためには、砕石区への砂の体積等のモニタリング調査を行い、必要に応じた

機能回復対策を講じることが重要である。 

 

11.1 砕石比率のモニタリング調査 

 砕石区への砂等の堆積により、砕石の持つアサ

リ保護機能の低下が生じる。そこで、砕石敷設後

には、砕石区への砂等の堆積状況を経時的にモニ

タリングすることが望ましい。堆積状況の把握に

は、一般的にはコアサンプラー（図 11.1-1）が使

用される。図 11.1-1 のコアサンプラーは、直径 5 

cm の透明塩ビ管を使用し、先端部分を取り外し可

能として作成されたものである。これを海底に突

き刺して底土を採集し、採集後に両先端にゴム栓

をすることで底土を研究室に持ち帰ることができ

る。持ち帰った底土サンプルは、表層から任意の

層に切り分けて取り出せば、それぞれの層の砕石

含有率を測定することができる。船橋地区の例では、敷設後の維持管理を全く行わない場

合、敷設後 1〜2 か月で砕石含有率が 78.5 ％、後 1 年後で 31.8 ％、2 年後で 19.5 ％まで

減少していた。ただし、伊勢湾の例では砕石含有率が 15 ％程度であっても砕石のアサリ

保護効果は認められている。 

 

11.2 機能回復対策 

海底耕耘による方法 

 船橋地区に平成 30（2018）年 6 月に砕石敷設された H30 砕石区（6. 3 参照）におい

て、2018 年 8 月以降にアサリ漁業の阻害生物とされるホトトギスガイが大量発生し、10

月の調査時には 13,000 個体/m2以上（重量密度では 2,300 g/m²以上）の高密度に分布して

足糸によるマット（図 11.2-1）を形成していた。そこでホトトギスガイの駆除と形成マッ

トの破砕を目的とし、漁業で使用される底曳網用の桁（図 11.2-2）で海底を耕耘した。耕

図 11.1-1: コアサンプラー 
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耘の一ヶ月後の 11 月の調査では、個体密

度、重量密度とも激減し、ホトトギスによ

るマットは確認されなかった。これらよ

り、漁具による耕耘はホトトギスガイの駆

除およびマットの破砕に大きな効果がある

ことが確認された。また、桁曳、ジョレン

などを用いた漁業を行うことにより海底土

が攪拌されることから、漁業活動は砕石効

果の低下原因となる砕石表面に堆積した砂を取り除く効果が期待できる。 

 

 

水流噴射式桁による方法 

 伊勢湾東岸域の小鈴谷地区では、漁業者がアサリ漁獲に通常用いる噴流ポンプを備えた

漁具（水流噴射式桁）の曳航による、底質の維持管理効果の検証試験が実施されている。

使用した水流噴射式桁は桁幅が 1 m で 18 個の水流吐出口が付けられており、ポンプによ

り採水された海水は消防ホース（約 5 m）を介して桁の水流吐出口へ供給されて噴射し、

表面の砂を吹き飛ばす構造となっている（図 11.2-3）。検証試験前（2019 年 6 月）の表層

から 10 cm での礫割合は 9～13％と低かった（図 11.2-4）。しかし、水流噴射式桁を用いて

対象海域内を曳網した結果、砂が水流噴射により吹き飛ばされて礫が表面に再出現し、10 

cm 深までの礫割合は 58 ％まで回復した。以上より、漁具である水流噴射式桁の曳航で

礫割合を増大させることが確かめられた。このことは、砕石区を水流噴射式桁を用いた漁

場として利用することで、同時に維持管理効果が期待できることを示している。 

 

 

図 11.2-1：ホトトギスガイマット 

図 11.2-2：海底耕耘に使用した底曳網用の桁 
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図 11.2-3 試験に用いた漁具（左）とポンプ稼働時の水流噴射（中）、 

および曳航試験時の様子（右） 

図 11.2-4： 小鈴谷地区における水流噴射式けた曳航前後にお

ける砂粒径区分の割合（乾燥重量％） 
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